
 

 

～定例記者会見資料～ 

題 名：平成２８年度 組織見直し案について            

内容 

来年度も職員数については、採用及び退職により減少が見込まれています。 

限られた人員で効率的な業務を行い、最大の成果を生み出すために、政策実施部門等 

の強化とともに組織のスリム化を行うものです。 

 

（部の見直し） 政策・企画立案部門と財政部門の一元化 

           「総務部」と「財務部」を、「総務部」へ 

（課の見直し）  

◎防災危機管理部門の専門性を強化  防災危機管理課の新設 

       ◎子育て支援及び高齢者政策の強化  

         公立保育所の専門部署設置 保育施設運営室 

         元気な高齢者づくり政策の強化 介護長寿課に介護予防係の設置 

       ◎政策・計画部門を強化し政策市役所を目指して 

         政策・計画立案部門の統合     総合政策課の設置 

         市民・各種団体との連携強化、移住推進部門の設置  

地域振興・広聴課 

         関東方面への各種情報提供や市産品の販路拡大のため、大分県と連携

し中津市の職員を県東京事務所へ派遣する 

中津市東京事務所として位置付ける 

         建設部門の政策実施の更なる推進のため 用地課の設置 

       ◎旧下毛地域一帯の観光振興の充実・強化  耶馬渓観光室の新設 

       ◎教育政策、文化振興策の充実・強化 

       地域振興と教育振興の一体的な推進 支所に地域・教育振興係を設置 

         文化振興部門の充実・強化   

               社会教育課内に、管理・文化振興係と文化芸術係の設置 

◎ 市長部局及び教育委員会 

平成 27 年度 14 部 57 課 6 課内室 ⇒ 平成 28 年度 13 部 55 課 6 課内室 


